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グループ会社の事業再編に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会におきまして、来年１月４日を目途として、下記のとおり当社の

連結子会社である日本ユニコム株式会社（以下、「日本ユニコム」）と同じく連結子会社である日

産センチュリー証券株式会社（以下、「日産センチュリー証券」）との間で一部事業の承継につき

決議し、また当該両子会社におきましても本日開催の各社取締役会にて、本件事業再編に関する

決議を行いましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1.本件事業再編の内容 

 
① 日本ユニコムの商品先物取引オンライントレード部門を、吸収分割の方法により、日産セ

ンチュリー証券が承継する。 
 ② 上記①に併せて、日本ユニコムが保有する各商品取引所の取引参加資格や清算機構の清算

資格等も日産センチュリー証券が、同じく吸収分割の方法により承継する。これにより、

日本ユニコムは日産センチュリー証券を取次母体とする取次商品取引員へと業態変更を行

う。 

 

2．本件事業再編の目的 

 

当社グループは、商品先物取引業及び証券業を主力業務として前者を日本ユニコムにおいて、

後者を日産センチュリー証券においてそれぞれ個別的に担っております。 

我が国では、こうした当社グループの基幹業務はそれぞれを規制する法律が異なり、管理監督

する行政当局が異なることから、それぞれ別個に独立したものとして取り扱われてまいりました。 

しかしながら、こうした営業の在り方は国内外投資家にとっては利便性の良いものとは言えず、

我が国の金融・資本市場の国際競争力を失うものであることから、近年、証券・金融・商品先物

の全てを包括的に取り扱う“総合取引所”構想が政府により打ち出されて来ております。実際に

新政権下におきましても、６月に閣議決定された「新成長戦略」において、2013年度までに総合

取引所を創設する方針が謳われました。 

 こうした背景の中、当社グループにおきましては、当該総合取引所構想が具体的に実現される

かどうかは別として、或いはその時期がまだ将来の事であっても、その構想の求めるところに沿

って証券・金融・商品先物を総合的に取扱う体制を整備する事は、まずはお客様の利便性を高め

る事に資するものであると確信しております。 

 こうした考えの下、具体的には日本ユニコムの商品先物取引のオンライントレード部門を日産

センチュリー証券が承継し、同時に日本ユニコムは対面取引に特化した商品取引員として取次へ

と業態変更を行う事といたしました。 

 

 



 

日産センチュリー証券は、当社のグループ会社の主力会社の１社であり、1948年創業とその取

引実績は長く、東京証券取引所及び大阪証券取引所の取引参加者であり、また全国に１２店舗網

を展開しており、お客様にとっても身近に、そして安心してお取引いただける証券会社でありま

す。 

今後、同社では、以下のとおり、証券及び商品先物の両方を取り扱う体制を整備するとともに、

オンライントレードを利用して幅広くデリバティブ取引関連の投資商品の取扱いを多様化し、上

記の総合取引所による金融商品の総合的販売体制を構築してまいる所存でおります。 

また、日本ユニコムにおきましては今後、対面取引に特化することとなり、費用の削減など経

営効率の向上を図ることにより、新しい法規制環境の下において対応できるビジネスモデルの刷

新を容易にすることができ、同社の事業・経営基盤のさらなる強化に資するものと考えておりま

す。 

なお、今後の各事業会社の営業戦略ですが、日本ユニコムにおきましては、まずは本年９月に

予定されている東京工業品取引所の取引時間24時間化に対応し、お客様がいつでも注文を発注で

きるように社内の体制整備を行ってまいります。また、対面取引のお客様の発注方法の多様化も

図ってまいります。現在でも、携帯電話による情報配信ツールである「Ｐ－フラッシュ」におい

てネットを経由した発注が可能ですが、来年以降も、携帯電話やPC等を利用したネット発注機能

のさらなる強化を図り、対面取引のお客様の利便性のさらなる向上に努めてまいります。その他、

日産センチュリー証券と合同で、今まで以上の内容及び質にて各種セミナーを実施する等、新し

い法規制に十分対応出来る営業体制を構築する予定でおります。 

一方、日産センチュリー証券におきましては、まずは本年12月を目途に、海外取引所に上場さ

れている商品先物取引のオンライントレードを開始する所存です。具体的には、米国のニューヨ

ーク商品取引所（ＣＯＭＥＸ）の金やニューヨーク・マーカンタイル取引所（ＮＹＭＥＸ）の原

油等の取扱い開始する予定です。 

その他、国内外の証券先物、他のデリバティブ取引の導入も積極的に検討し、加えて、アジア

を中心とした外国株取引なども広く取り扱う計画であります。さらには、ＩＳＶ（独立系ソフト

ウェア・ベンダー）のシステムを利用した海外事業法人との取引拡大にも努めてまいる所存であ

ります。 

 

３．今後の日程（予定） 

  

平成22年９月初め 吸収分割契約書締結（日本ユニコム、日産センチュリー証券） 

 平成22年９月半ば 吸収分割承認臨時株主総会（日本ユニコム） 

 平成23年１月４日 吸収分割期日 

  ※１ 本件事業再編に関する詳細につきましては、決定次第、適時開示してまいります。 

  ※２ 日産センチュリー証券につきましては、簡易分割で行う事を想定しており、臨時株主

総会の開催は予定しておりません。 

※３ 上記事業再編につきましては、主務大臣及び関連団体または関連機関等から本件吸収

分割に係る許認可等をそれぞれ得る事が前提でございます。 

 

４．業績に与える影響 

  

本件事業再編は、連結子会社間での事業再編であり、当社連結業績に与える影響は軽微である

と考えております。 
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ユニコムグループホールディングス

＜事業再編後＞

持株比率100％ 持株比率88.7％

資本金：31億2,000万円

純資産額：31億4,600万円（平成22年３月末時点）

総資産額：132億1,800万円（平成22年３月末時点）

＜取引参加資格＞

東京工業品取引所、東京穀物商品取引所等

資本金：15億円

純資産額：61億2,400万円（平成22年３月末時点）

総資産額：183億4,100万円（平成22年３月末時点）

＜取引参加者資格＞

東京証券取引所、大阪証券取引所
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※2011年１月４日

商品先物取引オンライントレード部門、
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